
 令和６年度 第３回 名張市空家等対策推進協議会 事項書 

 

日時：令和６年１１月２８日（木） 

１５時から１６時３０分まで（予定） 

                   場所：名張市役所 ２階 庁議室 

１．あいさつ 

 

２．議事 

 

（１）「（仮称）第２次 名張市空家等対策計画」の策定に向けた取組について(報告)  

 

    【資料１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①空き家等実態調査（データに基づく空き家候補の抽出、現地調査） 

 

  ア）調査対象：市内全域 

 

  イ）調査年月：令和６年８月～令和６年１０月 

 

  ウ）結果報告：令和７年２月（予定） 

 

    民間調査会社 → 名張市 都市整備部 住宅室 

 

   ②名張市の空き家等の現状（令和５年 住宅・土地統計調査） 

 

     ③市内１５地域づくり組織との連携（名張市地域づくり代表者会議） 

 

 

 

 

 

 

 

 

スケジュール（令和６年度 第１回 名張市空家等対策推進協議会 

（令和６年５月２７日開催）資料より一部抜粋）） 

 

【令和６年度】 

  令和６年５月：策定スケジュールの説明 

      ８月：現計画の取組・事業の評価、課題等の報告・協議 

第２次空き家対策計画構成案の報告・協議 

１１月 ：第２次空き家対策計画構成案の協議 

  令和７年３月：実態調査の結果報告 



（２）「（仮称）名張市空家等管理活用支援法人」の指定に向けた取組について(報告) 

 

    【資料２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①支援法人の活用等の整理 

 

②指定の基準等の整理・基準案等の作成 

 

 

（３）令和６年度 空家等助成及び取組について（報告） 【資料３】 

   

    ①助成 

 

ア）進捗状況 

 

②取組 

 

ア）イベント関連 

 

〇名張市すまいの活用相談会 

〇建築士と行く名張市空き家見学バスツアー 

 

イ）固定資産税に係る住宅用地に係る課税標準の特例除外 

（地方税法第３４９条の３の２第１項） 

 

ウ）名張市における「ふるさと納税」を活用した空家等適正管理の 

実施について 

 

 

３．その他 

 

 

次回の協議会（予定）令和７年３月  日（  ）  時～ 

スケジュール（令和６年度 第１回 名張市空家等対策推進協議会 

（令和６年５月２７日開催）資料より一部抜粋）） 

 

〇令和６年６月～７月 ：他市町の動向・状況調査 

支援法人の活用等の整理 

指定の基準等の整理・基準案等の作成 

       〇令和６年９月～12 月：要綱（案）の作成 

〇令和７年１月～２月：庁内合議、議会への説明 



選出根拠 職　　名 氏　　名

市長 北川　裕之

（１）地域住民の代表者 名張市地域づくり代表者会議 田畑　純也

（２）法務に関する有識者 三重県司法書士会 村上　眞吾

名張市総務部副参事（弁護士） 岩田　和恵

（３）不動産に関する有識者
名張中古住宅流通促進協議会
会長

森　孝司

三重県宅地建物取引業協会
伊賀支部  支部長

井上　隆稔

（４）建築に関する有識者 三重県建築士事務所協会 森本　景二

（５）福祉に関する有識者
名張市社会福祉協議会
地域福祉課　生活支援係　係長

中川　久美子

名張市子育てサークル連絡協議会
会長

八木 美由起

（６）文化に関する有識者
名張・まちづくりの会
理事

岩見 勝由

（７）市職員 名張市地域環境部長 野口　泰弘

名張市都市整備部長 伊集院　時仁

（８）その他市長が必要と認める者
名張商工会議所
女性会　副会長

東　敦子

名張市空家等対策推進協議会　委員名簿

令和6年8月23日現在



 



名張市空き家対策等　総合スケジュール

◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆ ◆

〇 〇 〇

現計画の取組施策・
事業の評価

空き家を取り巻く
社会情勢の整理

名張市における空き家
対策の課題の整理

第２次空き家対策計画
構成案の検討

計画・資料収集・
机上調査

空家候補地現地調査

空き家台帳・データベース・
報告書作成

計画素案の作成

庁内合意、議会説明

パブリックコメント

計画の決定、
市民への啓発、
国への送付

他市町の動向・状況調査

支援法人の活用等の整理

指定の基準等の整理

指定の基準案等の作成

要綱案の作成

庁内合意、議会説明

4月10月 11月 12月 1月 2月 3月

Ｒ8
年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 9月10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

名張市空家等管理活用支援
法人事前作業

名張市空家等管理活用支援
法人の指定等に関する事務取
扱要綱の策定

名張市空家等管理活用支援
法人制度の運用開始

令和６年度 令和７年度

6月 7月 8月

全地域代表者への説明
(地域づくり代表者会議)

内容

空家対策推進協議会

第２次空き家対策計画策定
準備作業

第２次空き家対策計画
の作成

空き家実態調査

空き家に係るアンケート調査
（所有者等）



 



名張市の空き家等の現状 

（令和５年 住宅・土地統計調査） 

（令和６年９月２５日 総務省 統計局 公表） 

 
名張市おける空き家の状況は、全国や三重県の状況と同様に、増加傾向にあり、令

和５年度では、 空き家数は５，２１０戸、総住宅数（３６，３２０戸）に占める空き

家の割合（空き家率）は１４．３４％となり、前回調査（平成３０年）からは、空き

家数は１６０戸、約０．１ポイントの増加となっています。 
 
空き家５，２１０戸の内訳は、「賃貸用の住宅」が１，６２０戸、「売却用の住宅」が

１５０戸、別荘などの「二次的住宅」が６０戸、世帯が長期にわたって不在である

などの「その他の住宅」が空き家全体の６４．８８％を占める３，３８０戸であり、半数

を超える住宅が「その他の住宅」となっています。 
 
このうち、その他の住宅は賃貸や売却、二次的住宅などと違い積極的な利用をさ

れていないことから、適正に管理されない可能性が高く、空き家のうち、「その他の

住宅」に焦点を当てた適正管理や活用促進などの対策が特に必要と考えられます。 
 

＜名張市の空家等の状況比較（平成３０年と令和５年）＞ 

（総務省 令和５年住宅・土地統計調査より） 

 

  平成 30 年 令和 5 年 増減 

住宅総数 35,490 件 36,320 件 830 件 

空き家数 5,050 件 5,210 件 160 件 

割合 14.23% 14.34% 約 0.1 ポイント 

        

空き家数（内訳） 5,050 件 5,210 件 160 件 

 賃貸用 2,050 件 1,620 件 ▲430 件 

 売却用 170 件 150 件 ▲20 件 

 二次的住宅 200 件 60 件 ▲140 件 

 その他 2,620 件 3,380 件 760 件 

その他の割合 51.88% 64.88% 約 13 ポイント 

 



 



 
 

「（仮称）第２次 名張市空家等対策計画」の策定に向けた 

市内１５地域づくり組織との連携について 

 

（１）現在の計画での「空家等利活用促進地域の指定」の考え方 

＜「名張市空家等対策計画」より、一部抜粋＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （２）「（仮称）第２次 名張市空家等対策計画」策定について 

 

 

 

（２）「（仮称）第２次 名張市空家等対策計画」の策定にあたり、市内１５の地域づく 

り組織より挙がった意見（「名張市空き家等実態調査」実施説明会） 

 

①実効性のある計画策定 

 

→地域の実情に即した内容 

 

②目標設定 

 

→数値化 

 

 

 

５．空家等利活用促進地域の指定 

 

平成２７年実施の空き家実態調査結果に基づく空き家の発生状況と平成２２年の

国勢調査や国土数値情報等のビッグデータを基に地区別の属性を検証し、１０年後

の空家等発生予測の基準となるパラメーターを設定した空家等発生予測地区のう

ち、若年層のニーズを踏まえた定性的要因と公共交通からの距離など定量的要因を

あわせ持つ地区を「空家等利活用促進地域候補地」に設定しました。 

「空家等利活用促進地域」は、市内に存在する「既存市街地」、「農村・山間集

落」、「住宅開発地」という３つの異なる住宅地タイプから１箇所ずつ抽出し、候

補地の意向を踏まえた上で平成２９年に「空家等利活用促進地域」の指定を行いまし

た。 

同地域では地域・事業者等・市が連携して、それぞれの住宅地タイプの地域特性に

応じた取組の検討及び実施を行うことで、若年層の移住・定住を図り、今後市内全域

に広げていくこととします。 

 

 
＜空家等利活用促進地域の指定＞ 

 

・既成市街地   ： 名張地域 

・農村・山間集落 ： 赤目地域 

・住宅開発地   ： 桔梗が丘地域 
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（３）実効性のある計画策定（地域の実情に即した内容）に向けた 

市内１５の地域づくり組織との連携 

 

～ 「空家等利活用促進地域の指定」から「空家等活用促進区域の指定」へ ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）今後のスケジュール 

 

年月 内容 備考 

令和６年１１月 

現在の計画上「空家等利活用

促進地域」の３つの地域に対

して、説明実施及び検討開始 

・既成市街地  ：名張地域 

・農村・山間集落：赤目地域 

・住宅開発地    ：桔梗が丘地域 

令和６年１２月 
名張市地域づくり代表者会議

における説明及び検討要請 
市内１５の地域づくり組織 

令和７年２月 
空家等活用促進区域への 

意思確認 
市内１５の地域づくり組織 

令和７年２月 

意思表示のあった地域づくり

組織との協議及び区域指定に

向けた手続き開始 

空家等活用促進区域候補地域 

令和７年５月 素案策定 空家等活用促進区域候補地域 

令和７年９月 パブリックコメント実施 空家等活用促進区域候補地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜空家等活用促進区域＞ 

 

（例）中心市街地、地域の再生拠点、観光振興を図る区域等 

 

〇市区町村が区域や活用指針等を定め、用途変更や建替え等を促進 

⇒安全確保等を前提に接道に係る前面道路の幅員規制を合理化 

⇒指針に合った用途に用途変更等する場合の用途規制等を合理化 

 

〇市区町村長から所有者に対し、指針に合った活用を要請 
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（％） 

 

（５）目標設定（数値化） 

 

～ 市内１５の地域づくり組織をはじめ、市民への目標の「見える」化 ～ 

＜「名張市空家等対策計画」より、一部抜粋＞ 

（平成２７年８月調査時） 

【図 4－2 地域別空家等状況】 

 
 
 

 

地域づくり組織名 空き家率 地域づくり組織名 空き家率 地域づくり組織名 空き家率

中央 0.2 美旗 3.6 赤目 4.5

川西・梅が丘 2.4 すずらん台 3.6 桔梗が丘 5.1

青蓮寺・百合が丘 2.5 つつじが丘・春日丘 3.8 薦原 5.5

箕曲 2.7 蔵持 4.2 名張 5.6

錦生 3.3 ひなち 4.4 国津 11.1
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『名張市総合計画「なばり新時代戦略」第３章　地域別計画』より一部抜粋
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- 1 -



- 2 -



- 3 -



- 4 -



- 1 - 
 

「（仮称）名張市空家等管理活用支援法人」の指定に向けた取組について 

 

１．空家等管理活用支援法人について 

 

令和５年６月に空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法

律（以下「法」といいます。）が改正され、新たに空家等管理活用支援法人（以

下「支援法人」といいます。）に係る制度が創設されました。 

この制度は、民間法人が公的立場から活動しやすい環境を整備し、空家等の

管理や活用に関する普及啓発などの業務を実施することで、空家等対策に取

り組む市町村の補完的な役割を果たしていくことを目的としています。 

 

２．支援法人の指定について 

 

  支援法人は、市町村長の裁量で指定することができますが、様々な団体が

申請する可能性があり、市町村に対する請求権を有するといったことからも、

行政との連携がない不適切な団体を指定しないよう慎重に審査を行う必要が

あります。 

国が示す「空家等管理活用支援法人の指定等の手引き」（以下「手引き」と

いいます。）では、以下のように示されています。 

 

（１）市町村として求める支援法人の指定の方針を明らかにしておくこと 

（２）支援法人を指定しないことも可能だが、理由・方針を明らかにすること 

（３）市町村として求める支援法人の業務を明確に示すこと 

（４）所有者等の多様なニーズに応じた必要な数の支援法人の指定が望ましい 

（５）指定する法人を１つに限る場合、公平性の観点に留意しながら、複数の法

人の指定により業務の適正かつ確実な実施が確保できなくなるか等を検

討した上で、合理的にその理由を説明すること。 

 

＜名張市（案）＞ 

 

（５）に関して、本市では、法人指定数の制限を想定しておりません。 

また、指定の有効期間に関しては、指定の日から起算して３年と定める想定

です。 
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３．対象となる法人・業務 

 

  法の規程において支援法人に指定することができるのは、次の対象法人の

内、以下の対象業務を適正かつ確実に行うことができると認められるもので

す。また、市町村のニーズに応じて、一部の業務のみ実施するものも指定の対

象にすることができます。 

 

＜名張市（案）＞ 

 

地域の実情等を鑑みた中で、下表のとおり、変更・追加します。 

 

（１）対象法人 

 

手引きより引用 変更・追加（名張市（案）） 

〇特定非営利活動促進法（平成 10 年

法律第７号）第２条第２項に規定

する特定非営利活動法人 

〇一般社団法人 

（公益社団法人を含む。） 

〇一般財団法人 

（公益財団法人を含む。） 

〇空家等の管理又は活用を図る活動

を行うことを目的とする会社 

 

 

 

（２）対象業務 

 

手引きより引用 変更・追加（名張市（案）） 

〇空家等の所有者等その他空家等の

管理又は活用を行おうとする者に

対し、当該空家等の管理又は活用

の方法に関する情報の提供又は相

談その他の当該空家等の適切な管

〇（追加）委託に基づき、近隣住民等の

申し出による現地確認 
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理又はその活用を図るために必要

な援助を行う。 

〇委託に基づき、定期的な空家等の

状態の確認、空家等の活用のため

に行う改修その他の空家等の管理

又は活用のため必要な事業又は事

務。 

〇委託に基づき、空家等の所有者等

の探索。 

〇空家等の管理又は活用に関する調

査研究。 

〇空家等の管理又は活用に関する普

及啓発。 

〇その他、空家等の管理又は活用を

図るために必要な事業又は事務。 

 

 

 

 

 

 

４．支援法人の審査 

 

手引きでは、支援法人の審査基準となる基本的な要件や、内容を確認するた

め提出を求める書類について、以下の内容が示されています。 

 

＜名張市（案）＞ 

 

書類の提出があった際には、住宅室にてヒアリングを行い、内容を審査し法

人を指定する想定です。 

 

（１）審査基準 

 

手引きより引用 変更・追加（名張市（案）） 

〇特定非営利活動法人、一般社団法人、一般

財団法人、会社のいずれかの法人格を有す

ること  

 

〇（追加）法人税と消費税及び地

方消費税の滞納がないこと。

（規則第９条第２項第９号） 
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〇過去に指定を取り消され、一定の年数を経

過しない者でないこと 

〇暴力団員又は暴力団員でなくなった日から

一定年数を経過しない者が事業活動を支配し

ていないこと。 

〇役員のうち次のいずれかに該当する者がい

ないこと 

・未成年者 

・破産手続開始の決定を受けて復権を得な

い者 

・禁錮以上の刑に処せられ、刑の執行から

一定の年数を経過しない者 

・心身の故障により業務を適正に遂行する

ことができない者 

・暴力団員等 

〇支援法人として行おうとする業務の方法が

適切なものであること 

〇業務を行うに足る専門性を有していること 

〇市町村内で業務が円滑に行えること 

〇必要な組織・人員体制を備えていること 

〇個人情報等、情報の取扱いに関し、適切な

措置がとられていること 

〇持続的に活動を行うことができる経理的基

礎を有していること 

〇（追加）名張市において、法人

市民税及び固定資産税の滞納が

ないこと。（規則第９条第２項第１

０号） 

〇（追加）過去５年以内に名張市

と連携して空家等対策に取り組

んだ実績又はこれに類するもの

として市長が認める活動実績を

有すること。（規則第９条第２項第

１１号） 

〇（追加）法人の事業所又は営業

所の所在地が名張市内であるこ

と。（規則第１０条第１項第７号 

） 

 

（２）提出書類 

 

手引きより引用 変更・追加（名張市（案）） 

〇定款 

〇登記事項証明書 

〇役員の氏名、住所及び略歴を記載し

た書面 

〇法人の組織及び沿革を記載した書面

並びに事務分担（法人の各部署が担
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当する業務内容等）を記載した書面 

〇前事業年度の事業報告書、収支決算

書及び貸借対照表 

〇当該事業年度の事業計画書及び収支

予算書 

〇これまでの空家等の管理又は活用等

に関する活動実績を記載した書面 

※法人のウェブサイト、会報、パンフ

レット、議事録等でも可 

〇法第２４条各号に規定する業務（の

一部）に関する計画書 

 

５．スケジュール等 

 

（１）スケジュール 

 

令和６年６月～７月 ：他市町の動向・状況調査 

支援法人の活用等の整理 

指定の基準等の整理・基準案等の作成 

   令和６年９月～12 月：要綱（案）の作成 

令和７年１月～２月：庁内合議、議会への説明 

 

（２）名張市空家等対策協議会への報告・協議 

 

  令和６年５月：スケジュールの説明 

８月：支援法人の状況、指定基準（案）の報告・協議 

11 月：要綱（案）の報告・協議 

令和７年３月：要綱制定の報告 

       今後の支援法人に係る取り組みについて報告・協議 
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名張市空家等対策の推進に関する条例施行規則（案） 

 

令和６年８月２３日開催の第２回名張市空家等対策推進協議会にて提案させていただい

た内容を基にした、名張市空家等対策の推進に関する条例施行規則に追記して作成したも

のを「名張市（案）」としています。 

 

名張市（案） 手引き引用（国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指定の申請） 

第９条 法第２３条第１項の規定による支

援法人の指定を受けようとする者（以下「申

請者」という。）は、空家等管理活用支援法

人申請書（様式第１８号）を市長に提出す

るものとする。 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる

書類を添付するものとする。 

（１）定款 

（２）登記事項証明書 

（３）役員の氏名、住所及び略歴を記載し

た書面 

（４）法人の組織及び沿革を記載した書面

並びに事務分担を記載した書面 

（５）前事業年度の事業報告書、収支決算

書及び貸借対照表 

（６）当該事業年度の事業計画書及び収支

予算書 

（７）これまでの空家等の管理又は活用等

（趣旨） 

第１条 この要綱は、空家等対策の推進に

関する特別措置法（平成２６年法律第１２

７号。以下「法」という。）第２３条第１項

の規定に基づく空家等管理活用支援法人

（以下「支援法人」という。）の指定等に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（指定の申請） 

第２条 法第２３条第１項の規定による支

援法人の指定を受けようとする者（以下「申

請者」という。）は、空家等管理活用支援法

人申請書（様式第１号）を市長に提出する

ものとする。 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる

書類を添付するものとする。 

（１）定款 

（２）登記事項証明書 

（３）役員の氏名、住所及び略歴を記載し

た書面 

（４）法人の組織及び沿革を記載した書面

並びに事務分担を記載した書面 

（５）前事業年度の事業報告書、収支決算

書及び貸借対照表 

（６）当該事業年度の事業計画書及び収支

予算書 

（７）これまでの空家等の管理又は活用等
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名張市（案） 手引き引用（国） 

に関する活動実績を記載した書面 

（８）法第２４条各号に規定する業務に関

する計画書 

（９）法人税と消費税及び地方消費税に係

る納税証明書 

（１０）名張市における法人市民税及び固

定資産税に係る納税証明書 

（１１）過去５年以内に名張市と連携して

空家等対策に取り組んだ活動実績を記載し

た書面、またはこれに類するものとして市

長が認める活動実績を記載した書面 

（１２）前各号に掲げるもののほか、支援

法人の業務に関し参考となる書類 

 

（支援法人の指定） 

第１０条 市長は、前条第１項の規定によ

る申請書の提出があった場合において、申

請内容が次の各号のいずれにも該当すると

認めるときは、法第２３条第１項の規定に

より、当該申請者を支援法人として指定す

るものとする。 

（１）申請者が、特定非営利活動促進法（平

成１０年法律第７号）第２条第２項に規定

する特定非営利活動法人、一般社団法人若

しくは一般財団法人又は空家等の管理若し

くは活用を図る活動を行うことを目的とす

る会社であること。 

（２）第１５条の規定により、指定を取り

消され、その取消しの日から３年を経過し

ない者でないこと。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員又は同号に

に関する活動実績を記載した書面 

（８）法第２４条各号に規定する業務に関

する計画書 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）前各号に掲げるもののほか、支援法

人の業務に関し参考となる書類 

 

（支援法人の指定） 

第３条 市長は、前条第１項の規定による

申請書の提出があった場合において、申請

内容が次の各号のいずれにも該当すると認

めるときは、法第２３条第１項の規定によ

り、当該申請者を支援法人として指定する

ものとする。 

（１）申請者が、特定非営利活動促進法（平

成１０年法律第７号）第２条第２項に規定

する特定非営利活動法人、一般社団法人若

しくは一般財団法人又は空家等の管理若し

くは活用を図る活動を行うことを目的とす

る会社であること。 

（２）第８条の規定により、指定を取り消

され、その取消しの日から○年を経過しな

い者でないこと。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員又は同号に
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名張市（案） 手引き引用（国） 

規定する暴力団員でなくなった日から３年

を経過しない者（以下「暴力団員等」とい

う。）がその事業活動を支配するものでない

こと。 

（４）役員のうちに次のいずれかに該当す

る者がないこと。 

ア 未成年者 

イ 破産手続開始の決定を受けて復権を

得ない者 

ウ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その刑 

の執行を終わり、又は刑の執行を受ける 

ことがなくなった日から３年を経過しな 

い者 

エ 心身の故障により業務を適正に遂行

することができない者 

オ 暴力団員等 

（５）法人税と消費税及び地方消費税の滞

納がないこと 

（６）名張市において法人市民税及び固定

資産税の滞納がないこと 

（７）法人の事務所又は営業所の所在地が

名張市内にあること 

（８）申請者が支援法人として行おうとす

る業務の方法が、法第２４条各号に規定す

る業務として適切なものであること。 

（９）申請者が、必要な人員の配置、個人

情報の保護その他業務を適正かつ確実に遂

行するために必要な措置を講じているこ

と。 

（１０）申請者が、業務を的確かつ円滑に

遂行するために必要な経理的基礎を有する

こと。 

２ 前項の指定の有効期間は、当該指定の

規定する暴力団員でなくなった日から○年

を経過しない者（以下「暴力団員等」とい

う。）がその事業活動を支配するものでない

こと。 

（４）役員のうちに次のいずれかに該当す

る者がないこと。 

ア 未成年者 

イ 破産手続開始の決定を受けて復権を

得ない者 

ウ 禁錮以上の刑に処せられ、その刑 

の執行を終わり、又は刑の執行を受ける 

ことがなくなった日から〇年を経過しな 

い者 

エ 心身の故障により業務を適正に遂行

することができない者 

オ 暴力団員等 

 

 

 

 

 

 

（５）申請者が支援法人として行おうとす

る業務の方法が、法第２４条各号に規定す

る業務として適切なものであること。 

（６）申請者が、必要な人員の配置、個人

情報の保護その他業務を適正かつ確実に遂

行するために必要な措置を講じているこ

と。 

（７）申請者が、業務を的確かつ円滑に遂

行するために必要な経理的基礎を有するこ

と。 

２ 前項の指定の有効期間は、当該指定の
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名張市（案） 手引き引用（国） 

日から起算して３年とする。 

３ 市長は、申請者を支援法人として指定

した場合は、空家等管理活用支援法人指定

書（様式第１９号）により当該申請者に通

知するものとする。 

 

（名称等の変更） 

第１１条 法第２３条第３項の規定による

変更の届出は、空家等管理活用支援法人名

称等変更届出書（様式第２０号）により行

うものとする。 

２ 支援法人は、その業務の内容を変更し

ようとするときは、あらかじめ空家等管理

活用支援法人業務変更届出書（様式第２１

号）を市長に提出するものとする。 

 

（業務の廃止） 

第１２条 支援法人は、その業務を廃止し

たときは、直ちに空家等管理活用支援法人

業務廃止届出書（様式第２２号）により市

長に届け出るものとする。 

２ 市長は、前項の規定による業務の廃止

の届出を受けたときは、法第２３条第１項

の規定による指定を取り消すとともに、遅

滞なく、当該支援法人の名称又は商号、住

所、事務所又は営業所の所在地及び業務の

廃止の届出を受けた年月日を公示するもの

とする。 

 

（事業の報告） 

第１３条 支援法人は、事業年度開始前、

その事業年度の事業計画書及び収支予算書

を市長に提出するものとする。 

日から起算して○年とする。 

３ 市長は、申請者を支援法人として指定

した場合は、空家等管理活用支援法人指定

書（様式第２号）により当該申請者に通知

するものとする。 

 

（名称等の変更） 

第４条 法第２３条第３項の規定による変

更の届出は、名称等変更届出書（様式第３

号）により行うものとする。 

 

２ 支援法人は、その業務の内容を変更し

ようとするときは、あらかじめ業務変更届

出書（様式第４号）を市長に提出するもの

とする。 

 

（業務の廃止） 

第５条 支援法人は、その業務を廃止した

ときは、直ちに業務廃止届出書（様式第５

号）により市長に届け出るものとする。 

 

２ 市長は、前項の規定による業務の廃止

の届出を受けたときは、法第２３条第１項

の規定による指定を取り消すとともに、遅

滞なく、当該支援法人の名称又は商号、住

所、事務所又は営業所の所在地及び業務の

廃止の届出を受けた年月日を公示するもの

とする。 

 

（事業の報告） 

第６条 支援法人は、事業年度開始前、そ

の事業年度の事業計画書及び収支予算書を

市長に提出するものとする。 
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２ 支援法人は、事業年度終了後、遅滞な

くその事業年度の事業報告書、収支決算書

及び貸借対照表を市長に提出するものとす

る。 

 

(改善命令) 

第１４条 市長は、法第２５条第２項の規

定により、支援法人が業務を適正かつ確実

に実施していないと認めるときは、支援法

人に対し、その業務の運営の改善に関し必

要な措置を講ずべきことを命ずることがで

きる。 

 

(指定の取消し) 

第１５条 市長は、法第２５条第３項の規

定により、支援法人が法第２５条第２項の

規定による命令に違反したときのほか、第

１０条第１項第１号、第３号若しくは第４

号に掲げる要件に該当しないこととなった

とき又は不正な手段により指定を受けたと

きは、第１０条の規定による指定を取り消

すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により指定の取消

しを行う場合は、空家等管理活用支援法人

指定取消書（様式第２３号）により当該支

援法人に通知するものとする。 

 

（その他） 

第１６条 この規則に定めるもののほか、

条例の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

 

附則 この規則は、令和７年４月１日から

２ 支援法人は、事業年度終了後、遅滞な

くその事業年度の事業報告書、収支決算書

及び貸借対照表を市長に提出するものとす

る。 

 

(改善命令) 

第７条 市長は、法第２５条第２項の規定

により、支援法人が業務を適正かつ確実に

実施していないと認めるときは、支援法人

に対し、その業務の運営の改善に関し必要

な措置を講ずべきことを命ずることができ

る。 

 

(指定の取消し) 

第８条 市長は、法第２５条第３項の規定

により、支援法人が法第２５条第２項の規

定による命令に違反したときのほか、第３

条第１項第１号、第３号若しくは第４号に

掲げる要件に該当しないこととなったとき

又は不正な手段により指定を受けたとき

は、第３条の規定による指定を取り消すこ

とができる。 

２ 市長は、前項の規定により指定の取消

しを行う場合は、指定取消書（様式第６号）

により当該支援法人に通知するものとす

る。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必

要な事項は、別に定める。 

 

 

附則 この要綱は、令和○年○月○日から
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施行する。 

２ 令和７年６月１日までの間における第

１０条第１項第４号の規定の適用について

は、同号中「拘禁刑」とあるのは、「禁錮」

とする。同日以後における同日前にした行

為に対する同号の規定の適用についても、

同様とする。 

 

施行する。 

 

 



- 1 - 
 

令和６年度 空家等助成及び取組（イベント関連）について 

 

１．空家等助成 

（１）移住促進のための空家リノベーション支援事業（予算４００万円） 

 

市外からの移住者に向け、市内の１年以上使われていない空き家を改修する費用に

対して、改修費用の３分の１以内、上限１００万円を補助します。 

 

①募集期間：令和６年５月２０日（月）から令和６年１１月２９日（金）まで 

②申請件数：５件 

③補助金額：３，７３２，０００円（予算執行率 ９３％） 

【申請者情報】 

＜６０代単身＞ １，０００，０００円 

＜７０代夫婦＞ １，０００，０００円 ＋ ２５０，０００円 

＜７０代単身＞   ４７４，０００円 ＋ １１８，０００円 

＜５０代単身＞ １，０００，０００円 ＋ ２５０，０００円 

 ＜５０代単身＞   ２５８，０００円 

 

（２）子育て世帯に対する中古住宅等リノベーション支援事業（予算１２０万円） 

 

子育て世帯（１８歳以下の子どもを含む世帯）の市外からの移住者に向け、市内の

１年以上使われていない空き家を改修する費用に対して、改修費用の３分の１以内、

上限１２０万円を補助します。 

 

①募集期間：令和６年５月２０日（月）から令和６年１１月２９日（金）まで 

②申請件数：１件 

③補助金額：４２１，０００円（予算執行率 ３５％） 

【申請者情報】 

＜３０代夫婦、未就学児１人＞ ４２１，０００円 

 

（３）子育て世帯に対する中古住宅等リノベーション支援事業（市内向け）（予算４８０万円） 

   （みえ子ども・子育て応援総合補助金を活用） 

 

市外から市内へ移住後５年以内かつ、賃貸物件等に居住している子育て世帯（１８

歳以下の子どもを含む世帯）に向け、市内の１年以上使われていない空き家を改修す

る費用に対して、改修費用の３分の１以内、上限１２０万円を補助します。 

 

①募集期間：令和６年７月１日（月）から令和６年１１月２９日（金）まで 

②申請件数：０件（※） 

 ※申請希望：１件 

三重県外からの 
移住者への加算 
（三重県より助成） 
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（４）特定空家等及び不良空家除却費補助金 

 

安心・安全な住環境づくりを進めるため、市内の老朽化し危険な空家等の除去を行

う方に除去費用の一部（上限３０万円）を補助します。不良空家に該当する物件かど

うかは市が事前判定を行います。 

 

①募集期間：令和６年５月１３日（月）から令和６年１１月２９日（金）まで 

②申請件数： ０件（事前判定済 ２件（申請中止１件・対象外１件）） 

③補助金額： ０円（予算執行率 ０％） 

 
 

２．取組 

 

（１）名張市 すまいの活用相談会 

 

①開催年月日：令和６年１０月１９日（土） 

 

②開催場所：名張市役所 １階 大会議室 

 

③参加者：３１世帯（相談会） 

        ２６名（特別講演『「おひとり様」のための生前対策セミナー』） 

 

（２）建築士と行く空き家見学ツアー 

 

①開催年月日：令和６年１１月１７日（日） 

 

②開催場所：３件（安部田・美旗町池の台・百合が丘） 

 

③参加者：１２名（申込者 ２０名（定員 ２０名）） 



【管理不全空家等に対する対策強化及び今後の手続き】 

住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例除外手続き 

（地方税法第３４９条の３の２第１項） 
 

（１）現状 

 

令和５年１２月の空家等対策の推進に関する特別措置法の一部改正後、空家等対策の推進に関

する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第１３条第１項に定める「管理不全空家等」の所

有者（勧告）に対する適正管理指導について、送付文面の工夫等、取組を行ってきたところで

す。 

 

（２）これまでの取組 

 

年月 内容 備考 

令和６年６月 
市民部 課税室（資産税担当）への情報提供 

（住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例除外） 

 

 

令和６年８月 送付文書において、文面の文字体の一部変更  

令和６年９月 

令和６年９月定例議会 都市整備部長答弁 

〇取組強化 

→広報なばり等による周知徹底 

〇関係部局との連携 

 

令和６年１１月 
〇広報なばり等による周知 

〇送付文書において、広報なばり掲載記事の同封等による周知徹底 
 

 

 

（３）今後のスケジュール 

 

年月 内容 備考 

令和６年１２月より 

令和７年２月まで 
市民部 課税室（資産税担当）への情報提供  

令和７年４月 住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例除外による課税  

 



 



様式第８号（第５条関係） 

                       名 住 第 〇 〇 〇 号 

                              令和６年１１月８日 
●● ●● 様 

相続人 ●● ● 様 

名張市長 北 川  裕 之        
 

管理不全空家等に対する勧告書 
 

あなたが所有（管理）する空家等は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７

号。以下「法」といいます。）第１３条第１項に定める「管理不全空家等」に該当すると認められたため、

令和６年●月●日付け名住第◇◇◇号により、あなたに対して対策を講ずるように指導してきたところで

すが、現在、その改善がなされていません。 

ついては、速やかに周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう、法第１３条第２項及び

名張市空家等対策の推進に関する条例（平成２７年名張市条例第２７号。以下「条例」といいます。）第

１２条第１項の規定に基づき、下記のとおり勧告します。 
 

記 
 

１．対象となる管理不全空家等 

   所在地 三重県名張市〇〇が丘●番町●街区●番地 （裏面写真 ８月１５日撮影） 

用 途 住居 

所有（管理）者の住所及び氏名 名張市〇〇が丘●番町●街区●番地 ●● ●● 
 

２．勧告に係る措置の内容 

  空家式地内の草木の刈り取りや剪定等、環境整備に努めていただきたい。 
 

３．勧告に至った事由 

  空家式地内の草木が繁茂しています。繁茂した草木は、害虫や小動物の住処となり、周辺環境に悪 

影響を及ぼす恐れがあるため。また、空家管理をされていないことから、不法投棄の原因となってい 

るため。 
 

４．勧告の責任者及びその連絡先 

    〒５１８－０４９２ 三重県名張市鴻之台１番町１番地 

    名張市役所 都市整備部 住宅室  電話：０５９５―６３－７７４０ 

 

５．措置の期限  令和７年１月８日まで 
 

・上記５の期限までに上記２の措置を実施した場合は、遅滞なく上記４の連絡先まで報告してください。 

・上記１の管理不全空家等に係る敷地が、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４９条の３の２の規定に基づき、住

宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例の適用を受けている場合には、当該敷地について、当該特例の対象から除

外されることとなります（別紙参照（「名張市空家等対策計画」及び「広報なばり令和６年１１月号」） 

・上記３の措置が実施されず、法第２条第２項に定める「特定空家等」となった場合は、必要に応じて、法第２２条の規定

に基づき、必要な措置をとることになります。 



 

 

 

 

 

 

 

現場写真 現場写真 

現場写真 現場写真 

現場写真 現場写真 



 
 

 

広報なばり　令和６年１１月号より一部抜粋

名張市空家等対策計画（平成２８年３月策定（令和３年３月一部変更））より一部抜粋

 

特例措置の対象から
除外することとなります。
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